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市場志向の技術統合

長 内 厚

技術開発が効果的に事業成果に結びつ くためには,R&D組 織 内部 の各プロセス

の調和が とれていることと,R&D活 動 が市場の顧客ニーズとの間で調和が とれて

いることの2つ の統合プロセスが重要 となる。 しか し,市 場のニーズの変化が激 し

い,あ るいは,そ のニーズが極めて定性的である場合には,効 果的な統合の実現は

容易なものではない。本稿では,こ れまでの技術 と市場の統合 に関するイノベーシ

ョン論やマーケテ ィング論の議論の レビューを行 った上で,技 術 と市場を統合する

技術情報 とニーズ情報の変換プロセスを考察する。

キーワー ドR&D,技 術統合,顧 客ニーズ,意 味的価値

1は じ め に

本稿 の 目的は,技 術 と市場 との統合 に関す る技術経 営論 やマ ーケテ ィング論 の先行 研究 を

レビュー した後 に,技 術 情報 とニー ズ情報 の変換 プロセスを考察 し,従 来の議論 を補完す る
1)

市場 志 向の技術 統合 を実現 す るためのR&D部 門 の役 割を示す こ とにあ る。

製品 が顧 客 に受 け入 れ られ るため には,そ の製 品が顧客ニ ーズを正 し く反映 して いる必要

がある。製 品開発 マネ ジメ ン トの様 々な先行 研究 において,効 果 的な製品 開発 には,開 発組

織内の各部 門間 の調整(内 部統合)と 共 に,製 品開発 の方 向性 と顧 客ニー ズの方 向性 を調整

(外 部統合)す る ことが求 め られ る とい うこ と論 じられて きた(Rothwell,Freeman,Horlsey,

「ervis,Robertson,&Townsend,1974;Cooper,1979;Clark&Fujimoto,1991;Iansiti,1998)。

Iansiti(1993;1995a;1998)は,顧 客 ニー ズを反 映 した製 品 シス テム に要素 技術 が適合 す
2)

る よ うに先行 開発段 階 で の技 術 開発 を修正 す る技 術統 合 の考 え方 を示 して い る。 しか し

【ansitiの議 論 で は,現 に顧客ニ ーズが存 在 してい ることを前提 に,市 場 にあ る情報 をいか に

R&Dに フ ィー ドバ ックす るか とい うことに主 眼が おかれて いる。従 って ニーズが変化 す る,

あ るいはニ ーズが顕在 化 していな い場 合 に はIansitiの 統 合 プ ロセスで は対 応 しきれ ない と

考 え られる(椙 山,2005;椙 山 ・長 内,2007;長 内,2007b)。

よ り顧客 ニ ーズ に焦 点 が当て られた研 究 と しては,マ ー ケテ ィ ング論 におけ るR&Dと

マ ー ケテ ィング との統合 の議 論 があ る(石 原 ・石 井,1996;川 上,2005)。 例 え ば,川 上
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3)
(2005)で は,日 本の白物家電産業の事例研究を通 じて,日 本企業におけるキャリアやタス

クの冗長性が,顧 客情報のR&Dへ のフィー ドバ ックを促進す ることで,潜 在的ニーズと

R&Dの 統合に寄与 していることを示 している。

川上の統合の議論はR&D組 織が潜在的ニーズを掘 り起 こす ことが可能であるという点

で,Iansitiの 技術統合と補完的な議論といえる。 しかし,市 場サイ ドの役割が重要であると

いうこととそれが唯一のイノベーションの源泉であるということは異なる議論であり,技 術

が新たなニーズを生み出す側面 も否定できない(Coombs,SaViotti,&Walsh,1987)。1そ こで

本稿では,こ れまでの議論を概観 した上で,新 たな顧客ニーズの創造に技術開発活動がどの

ように関わるかを検討することで,従 来の技術 と市場の統合に関する議論を補完することを

試みたい。

2イ ノ ベー シ ョンのダ イナ ミクス

技術 と市場 との統 合が難 しい理 由の一つ として,時 間経過 とともに様 々な環箋 変化 が生 じ

るこ とが挙げ られる。 これ まで も多 くの先行研 究 によって,環 境 の変化 がイ ノベー シ ョンの

非連続性 を もた らし,優 良企業 で さえ も突然 の失 敗 に見舞 われ る可能性 のあ ることが指摘 さ

れ てきた(Abernathy,Clark,&Kantrow,1983;Abemathy&Clark,1985;Tushman&Anderson,

1986;Henderson&Clark,1990;Utterback,1994;Christensen&Bower,1996;Christensen,

1997;魏,2001;2004;長 内,2006)。

顧 客 ニー ズの変 化 も,イ ノベー シ ョンのダイナ ミクスの中で企業 が直面 す る様 々な非連 続

な変 化の ひとつ と考 え られ る(Abernathyetal.,1983;Christensen,1997)。 本 節で は,統 合 に

関す る議 論 に先立 って,イ ノベー シ ョンのダイ ナ ミクスに影響 を与 え る様 々な環境 の変 化 に

ついて これ までの研究 を レビュー し,技 術統 合 に与 える市場や顧客 の変 化 につ いて考 察す る。

Schumpeter(1934;1942)の イ ノベ ー シ ョンに関す る議論以 降,企 業内 のR&D活 動 の重

要 性 が指摘 され,現 在 で はR&Dは 企 業 に競争 優位 を もた らす た めの重要 な テーマ とな っ

てい る(Freeman,1982;Rosenberg,1982)。 しか し,企 業 が素朴 にR&D活 動 を続 け るだ け

では事業 に失敗 を して しま うことが あ り,イ ノベ ー シ ョンを ダイナ ミックに分析 す る視点 が

重要 とな った(Utterback,1994)。

イ ノベー シ ョンの ダイ ナ ミクス に関 す る先 駆 的な研究 と して は,Abemathy(1978)の 生

産性 の ジ レンマ の議 論 が有名 で あ る(新 宅,1994)。Abernathyは フ ォー ドの 自動車 エ ンジ

ン工場 にお けるR&Dを 長 期 にわた って調査 した結 果,工 場 の生産 性 向上 に伴 って大 きな

技術革新 が生 まれに くくな る ことを指摘 している。 これ は,時 間経過 に伴 ってイ ノベ ー シ ョ

ンの方 向性 が,新 しい技術や製 品を開発す るための もの(製 品 イノベー シ ョン)か らよ り効

率 的に製 品を生産す るた めのプ ロセ スを改善 するため の もの(工 程 イ ノベー シ ョン)に 変 化
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した ためで ある。AbernathyandUtterback(1978)やUtterback(1994)は,製 品 イノベー シ

ョンか ら工程 イ ノベ ーシ ョンへの変化 を,イ ノベ ー ションの流動期,移 行期,固 定期 と分類

して いる。

主要な イノベー シ ョンが工程 イノベ ー シ ョンとなる移行 期 に入 る と,製 品 の ドミナ ン ト・

デザ イ ンが成 立す る(Utterback,1994)。 移 行 期 には,製 品イ ノベ ー シ ョンによ る差異 化が

効か な くなるため,企 業 間の競争 は同質 的 にな る。更 に固定期 にはい ると,工 程 イ ノベ ー シ

ョンも少 な くな るので,規 模 の経済性 だけが競争優位 を もた らす状 況 とな って市 場の寡 占化

が進 むこ とにな る(Utterback,1994)。

Abemathy,Clark,andKantrow(1983)は,顧 客 の嗜好 の変化 や従来 とは全 く異 な る技術 の

登場 によ る脱 成熟化 によ って,固 定期 に入 った市場 も再 び流動化 す ると指摘 して いる。 イノ

ベ ー ションには,従 来 のイ ノベー シ ョンと一定 のっなが りを もった イノベ ー シ ョンと,従 来

のイ ノベー シ ョンとは非 連続 な イ ノベ ー シ ョンが あ る(Schumpeter,1934)。 非 連続 な イ ノ

ベー シ ョンが生 じる と既存企業 が持つ過去 の蓄 積が無意味 にな り,再 び競合 企業 との間で対
の

等 な競争 が始 まるのであ る。新 たな競争 の開始 は,新 たな成熟 化の始 ま りで もあ り,イ ノベ

ー ションには成熟化 と脱成熟化 を繰 り返す ,す なわ ち非連続 なイ ノベー シ ョンの連続 とい う

ダイナ ミクスが存在 して いる(Abernathyetal.,1983)。Abernathyetal.の 研 究以 降,様 々な

非連 続な イノベー シ ョンのパ ター ンが分析 され るようにな った。

TushmanandAnderson(1986)は,既 存 企 業が持つ能 力 とのつなが りの有 無 によ って,過

去の ノ ウハ ウが有 効 な能力 温存 型(conservative)イ ノ ベ ー シ ョンと,桁 違 いな技 術革新 に

よって過去 の能力が役 に立 た な くな る能力破壊 型(disruptive)イ ノ ベー シ ョンとに分 類 して

いる。TushmanandAndersonの 議 論 は,新 たな イ ノベ ー シ ョンが一 見す ると非 連続 の よ う

で も,ベ ース とな る技術 が継続 的であ り,既 存企業 の過去 の蓄積 が活用 でき る場合が ある と

い うものであ る。

ま た,AbemathyandClark(1985)は,技 術 と市 場 の そ れ ぞ れ に対 す る変 革 力(tran-

silience)が 温 存 的か破 壊 的か に よ って イノベ ー シ ョンを分類 して いる。 技術 の変革 力 につ

いては,TushrnanandAnderson(1986)と 同様 の議論 であ るが,さ らにイ ノベー シ ョンと市

場や顧客 との結 びつ き方 が温 存的か破壊 的か とい う市場 に対す る変革 力 も,非 連続 なイ ノベ

ー シ ョンを もた らす とい うことを示 してい る。 これ らの異 な る4タ イ プのイノベー シ ョンに

対応す るため には企 業 にそれ ぞれ異 なる戦略 が求め られ る(武 石,2001)。 と りわけ,市 場

畢顧客との結びつき方の変化がイノベーションの非連続性をもたらすということは,技 術と

市場 の統合 の重要性 を示 唆す る もの といえ るだろ う。

顧 客 の変 化 に着 目 した も う一 つ の 研 究 がChristensenandBower(1996),Christensen

(1997)で あ る。Christensenら は,ハ ー ドデ ィス ク産業 の事例分析 に基づ いて,新 旧顧 客の
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ニ ーズ の違 い に よ って,イ ノベ ー シ ョンの非 連続 性 が もた らされ る ことを示 して い る。

Christensenら の議 論で は,既 存企 業 は既 存顧客 のニ ーズ に誠実 に応 え る ことによ って,そ

れが新規顧客 のニー ズに合致 せず,既 存企 業が既存顧 客のニ ーズに適応す ればす るほど,新

規市場 での事業 に失敗 しやす くな る とい うことを指摘 して いる。 これ は,新 旧顧 客間の製 品

に対 す る評価軸 の違 いに起 因す る ものであ り,顧 客 が どの よ うな もの に価値 を感 じるか とい

うこともR&Dの 成 否 に影響 を及 ぼす とい うことを示 して いる。

一 方
,HendersonandClark(1990)は,技 術 の変化 を2つ の次 元 で捉 えた イノベー シ ョン

の分類 を行 ってい る。 ひ とつ は,個 々の部 品技術 の コンセ プ トの変 化の有無 であ り,も うひ

とつは,製 品を構 成す る部 品 と部 品の結 びつ き方(ア ーキ テクチ ャ)の 変化 の有 無で ある。

HendersonandClarkの 研 究 で は,半 導体製 造装 置開発 の事例研 究 に よって,技 術 や市場 に

変化 がな い場合 で も,製 品アー キテクチ ャの変化 が生 じると既存 企業 の優位性 が損な われ る

ことを示 してい る。 ところで,HendersonandClarkの 分 類 に もAbemathyandClark(1985)

と同 じアーキテ クチ ュラル ・イノベー シ ョン(architeCturalinnovation)と い う言葉 が用 い ら

れて いるが,AbemathyandClarkの 分 類 にお けるア ーキ テ クチ ュラル 。イノベ ー シ ョンと

は異 な る概念 であ ることに注 意が必要 であ る(武 石,2001)。

製 品の アーキテ クチ ャと顧 客 とのつ なが りとい う2次 元で イ ノベ ー ションの分 類を行 った

研究 がFujimoto(1991)で あ る。Fujimotoは 製 品内部 のイ ンター フェイスの複雑 さと製品 と

ユーザー との間のイ ンター フェイスの複雑 さの2つ の次 元で製 品開発 を捉 えてい る
。製品 と

ユーザー との間のイ ンター フェイスの複雑 さとは,顧 客が期待 す る製品 の評価基 準の多義性

であ る(Fujimoto,1991)。Fujimotoが 事 例 と して扱 って いる 自動車産 業で は,顧 客は 自動車

に対 して様 々なニー ズを抱 いてお り,特 定 の機能 や性能 の軸 だけで製品 の評価 を行 っている

訳 ではな い。 このよ うな製 品で は,個 々の性 能基準 よ りも包括 的な消費経験 によ って製品 が

選好 され ることにな る(Clark&Fujimoto,1991;Fujimoto,1991)。

これまで見 てきた ように,環 境 のダイナ ミックな変化 は イノベー シ ョンの非連 続性 を もた

らす。非 連続 な イ ノベ ー シ ョンは企 業 のR&D活 動 に混乱 を生 じさせ る こ とにな り,例 え

極 めて優 良 な企業 で あった と して も対応 を誤 ると一 瞬に して過去 の技術 や経 験の蓄積 を無 に

して しま う恐 れがあ る。

これ らの 議 論 で 指 摘 さ れ た 環 境 の 変 化 を 大 別 す る と,技 術 の 種 類 や 性 質 の 変 化

(Abemathy,1978;Abernathy&Utterback,1978;Abermathyetal.,1983;Abemathy&Clark ,

1985;Tushman&Anderson,1986;Utterback,1994),あ る い は技 術 と技 術 の関係 性 の変化

(Henderson&Clark,1990;Fujimoto1991)な ど技術 サ イ ドで生 じる変化 と,顧 客 や顧客 と

のかか わ りな ど市 場 サ イ ドで生 じる変化(AbernathyetaL ,1983;Abemathy&Clark,1985;

Fujimoto,1991;Christensen&Bower,1996;Christensen,1997)の2つ の 変化 が存在 す る。
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イ ノ ベー シ ョンの非連続 性 を克服 す るた め には,こ れ ら2つ の変化 を的確 に捉 えてR&D

活 動 に反 映 させ てい くことが重要 な施策 とな る。

企 業が 技術 の変化 に弱 い要 因 と して は,組 織 が既存環 境 に適 合 しよ うとす る構造 的慣性

(structuralinenia)の 存 在(Hannan&Freeman,1984),新 技 術 に対す る過小 評価(Burgelman

&Sayles,1986;新 宅,1994;Utterback,1994),既 存 組織 の効 率化 が新規情 報 の獲得 を妨 げ

る こと(Henderson&Clark,1990;Tushman&0'ReillyIII,1997),既 存 の中核能力 その もの

が新 規事業 にお ける硬直 性 になる こと(Leonard-Barton,1992),技 術 進歩 のス ピー ドの読 み

違 い(新 宅,1994)な どが指摘 され てい る。 いず れの要因 も既存 の組 織や技術体系 が新技術

に対 して悪影響 を及 ぼす もので あ り,技 術変化へ の対応 策 と しては技 術の違 いに応 じて適切

なR&D組 織 の編成 と使 い分 けが求 め られ る(Burgelman&Sayles,1986;Henderson&Clark,

1990;Cusumano&Nobeoka,1992;Tushman&0'ReillynI,1997;Chesbrough&Kusunoki,

2001;魏,2001;2004;lansiti,McFarlan,&Westerman,2003;長 内,2006;2007a;2007b;楠

木 ・チ ェスブロウ,2006)。

従 って,様 々な技術変化 に対応で きる企業 は内部 に性質や方 向性 の異な る様 々な技術部 門

を抱 え るこ とにな る。R&D組 織 の統合 にお けるひ とつ の課題 は,多 様 な技術部 門のそれ ぞ

れの独立 性 を維持 しなが らも,全 体 と して調 和 の とれたR&D組 織 と して編 成 しなけれ ば

な らない とい う点 にあ る(長 内,2006)。

統 合の もうひ とつの課題 は,技 術 や製 品 の開発 と市場 におけ る顧客ニ ーズ との間の方 向性

を 合 わ せ る と い う こ と で あ る。Abemathyetal.(1983),AbemathyandClark(1985),

ChristensenandBower(1996),Christensen(1997)の 議 論 では,市 場 や顧 客ニ ーズの変化 が

企 業 のイ ノベー シ ョンに影響 を与 え る こ とが示 され てお り,市 場 サ イ ドの変化 に対 して も

R&D組 織 は適切 な対応 が求 め られ る。 ここで注意 しな けれ ばな らないの は,R&Dと 市 場

との統 合 にお いては,必 ず しも市 場 サ イ ドの変 化 のみがR&Dの 方 向性 を規定 す るわ けで

はな いとい うことであ る。 これ は,伝 統的 なテ クノロジー ・プ ッシュとニーズ ・プル の議論

と関連す るが(Schon,1967),詳 細 は次節 で述べ る。

3技 術と市場の統合

前節では,技 術の変化への対応 と してR&D組 織内部の統合を図 っていく必要があるこ

と,更 に,市 場の変化への対応 としてR&D組 織と市場の顧客ニーズとの統合を図 ってい

くことの2つ の統合の必要性 を示 した。 この2つ はそれぞれClarkandFujimoto(1991)の

内部統合,外 部統合とも合致する議論である。本節では,R&D組 織の内部 と外部の2つ の

統合を実現するための統合メカニズムに関するこれまでの議論を整理 し,残 された課題を導

出したい。



92 第197巻 第5号

3.1R&D組 織 内部 の統合

R&D組 織 の内部 を統合 していかな ければな らないの は,現 代のR&D組 織 が機能 毎 に分

化 した組織 形態 を採 って い るためで あ る。今 日多 くのR&D組 織 は,要 素 技術 レベ ル と製

品 システム レベルの2つ の大別 された階層 に対応 して,基 礎研究 や応用開発 な どの先行開発

の プロセス と製品開発 の プロセス と組織 に分化 してい る。先行 開発 と製品開発 を異な る部 門

で行 うR&D制 度 は19世 紀 末 の ドイツ,ア メ リカか ら始 ま った といわ れ る(Coombsetal.,

1987)。

そ もそ も技 術開発 をひ とつ の組織 で集 約的 に行 えば組織間 の調整 は不要 であるが,技 術 を

融合(fusion)し て い くこ と と統 合(integration)し て い く こと は異 な る話 であ る(Iansiti,

1993)。 組 織 が複雑 で変化 の激 しい環境 に対 応す る には,組 織分化 は有効 な手段 で といえ る

(Lawrence&Lorsch,1967;Rosenbloom&Spencer,1996)。 複 雑 で多機 能な製 品 は,様 々な

要素技術 や部 品 によ って階層化 された製 品 システム と して成立 してお り,そ の開発組織 も製

品 シス テムの階 層構造 に対 応 して様 々な社 内部 門 と して分化 してい るのは そのた めで ある

(Simon,1996)。 こ の こ とは新規 事業 を独 立 した別組 織 で行 うべ きとい う議論 と も整 合的 で

あ る(魏,2001;2004;長 内,2006)。

分 化 した組 織間の 関係 が完全 に独立 して いるか,明 確なル ールに よって規定 す ることがで

きれば,組 織 間の調 整 は不 要 で あ るか,そ の重要 度 は低 くな る(Simon,1996;Baldwin&

Clark,2000)o

しか し,現 実の組織 には組織間 の相 互依存性 が生 じてお り,事 後的な組織 間の調整,す な

わ ち統 合 活 動 の 重 要 性 は分 化 が 進 む ほ ど高 くな って い る(Lorsch&Lawrence ,1972;

Galbraith,1973)。 こ の ような分 化 と統合 を上手 く調整 でき るか とい うことが,R&D組 織 を

設 計す る際の重要な ポイ ン トとな る(Galbraith,1973)。

R&D内 部 の組織 を統合す るひ とつ の方 法 と しては,開 発 か ら,設 計,製 造 までの工程 を

機 能 横 断的 な プ ロ ジ ェク ト組織 に して しま う ことが考 え られ る(Womack,Jones,&Roos,

1990;Clark&Fujimoto,1991;延 岡,1996;Nobeoka&Cusumano,1997)。 機 能部 門 間の壁

を越 え て プ ロ ジ ェ ク トを 中心 にR&Dを 管 理 す る方 法 は,リ ー ン製 品 開 発 と呼 ば れ る

(Womacketal.,1990;延 岡,1996)。

リー ン製 品開発の利点 は藤本(1998)の フ ロ ン ト ・ロー デ ィングの議論 に よって示 されて

いる。 藤本(1998)は,製 品開発 プ ロセ スを連続 した問題解決 の プロセス と捉え,製 品開発

途上 で生 じる問題を 出来 るだ け早 い段 階で解決 す ることが製 品開発 のパ フォーマ ンスを向上

させ るとい うことを示 した。 この問題解 決 の前倒 しは フロ ン ト ・ローデ ィングと呼 ばれる。

開発途 上 の設 計変 更 は後工 程 になれ ばな るほ ど大規 模 な修正 とな り(青 島,1998;藤 本,

1998),フ ロ ン ト・ロー デ ィ ングは,こ う した後工 程 におけ る大 規模 な修正 を削減 す る こと
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ができるとしている。

また,プ ロジェク ト型開発組織の統合では,定 め られた製品コンセプ トに基づいて,重 量

級プロダクト・マネジャーがプロジェク ト・メンバーをひとつの方向性に強力にまとめ上げ

てい くことも重要である(Clark&Fuj量moto,1991)。

リーン製品開発のプロジェクト型のR&D統 合の議論をベースに,プ ロジェク ト間の並

行技術移転を行い,効 率的な多品種開発を論 じたのがマルチプロジェク ト戦略の議論である

(延岡,1996;Nobeoka&Cusumano,1997)。

リー ン製品開発やマルチプロジェク ト戦略においてプロジェク ト型のR&D統 合が効果

的であったのは,こ れらが全て自動車産業を対象 とした研究であったことが大 きい。自動車

産業のイノベーションは比較的インクリメンタルに行われるため,相 対的に先行開発よりも

製品開発の重要性が高 くな っている(藤 本,2000;2001)。 自動車産業で最適 な統合のパタ

ーンが必ず しも他の産業においても有効とは限 らない(藤 本 ,2000;川 上,2001;長 内,

2007b)。 とりわけ先行開発の重要性が高い産業では,先 行開発 と製品開発の距離感が重要 と

なる。

先行開発 と製品開発との分化は 「技術要素を産み出す活動」 と 「技術要素を製品としてま

とめあげる活動」の役割の違いによって もたらされている(青 島,2005)。 先行開発は,機

能別に分かれた組織体制によって先進的な要素技術を開発 し,蓄 積 していくことが好ましい

とされる。一方,製 品開発は製品全体 としてのまとま りが重視 されるため機能横断的なプロ

ジェク ト組織が望ましいとされる(allen,1977;Allen,Tushman,&Lee,1979;青 島,2005)。

また,先 行開発部門と製品開発部門ではこれ らの活動の違いに対応 して求められるマネジャ

ーの役割 もそれぞれ異なっている(Nlenetal .,1979)。

藤本(2001)も,先 行開発と製品開発の境界が曖昧であると,先 行開発から製品開発への

技術移転 はスムーズに行われるものの,「R&D活 動にビジネスの短期志向の論理が混入 し,

本来の純粋基礎研究を追求する風土を養成 しに くくなる」,あ るいは経営状態が悪化すると

基礎研究の予算は削減されやすいといった問題が生 じることを指摘 している。

R&Dの 機能別組織を前提 としてR&D組 織内部の統合を論 じた研究 に,Iansiti(1993;

1995a;1998)の 技術統合の議論がある。Iansitiは,R&D組 織内部の統合は,特 定技術領域

の専門性 と適用環境や製品 システム全体を熟知 した先見性の両方を兼ね備えた上で一元的な

意志決定のプロセス(技 術統合)に よって行われるべきであると主張 している。

先行開発に携わる個々の研究者は,特 定の領域の技術に対 して深い造詣を持っており,こ

うした技術の蓄積は競争優位の源泉 とな りうる(Hame1&Prahalad,1994)。 しか し,製 品と

は複数の技術領域にまたがるシステムであり,製 品の優秀性 とは,様 々な技術が結合 してで

きた首尾一貫 したシステムとしての優秀性である。システムを統合す る知識は個々の専門技
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術 に関する知識 とは異な っており(Rosenberg,1982;Clark&Fujimoto,1991;Iansiti,1993;

1995a;1998),技 術のある特定領域の専門性が高いだけではR&D組 織に求められる能力 と

しては不十分である(lansiti,1998)。

Iansiti(1993;1995a;1998)の 技術統合では,特 定の専門技術の優秀性が製品 システムと

して統合されるための技術者個人 とR&D組 織の条件を次のように論 じている。

まず,技 術者個人に求められる技術スキルとしては,技 術者は自分の専門領域に対する造

詣の深さを持つとともに,そ れが製品にどのように組み込まれ,関 連する技術とどの様に関

わ っているのかを熟知す る必要がある(lansiti,1993;1998)。 この技術 スキルをIansitiは

「Tシ ェ・一一プ」 の技術スキルと呼んでお り,Tの 縦棒が特定技術の専門性,横 棒が製品シス

テムに関する知識をそれぞれ表 している。

技術者がTシ ェーブの技術 スキル,と りわけ製品システムに関す る知識を身につけるため

には,こ れから開発される製品が どのような形態になるのかを予見する能力(シ ステム ・フ

ォーカス能力)と 自分の専門領域に隣接する他の技術分野に対する幅広い造詣が必要 となる

(Iansiti,1995a;1998)。 事後的な設計変更がコス ト増加を招 くという観点から(青 島,1998;

藤本,1998),要 素技術は,可 能な限 り最終製品に組み込みやすい形で開発 される必要があ

る。そのためには,技 術者が製品の最終形態を予見 し,そ の予見に基づいて自らの開発を先

行開発段階で修正 してお くことが好ましい。製品の最終形態は,市 場における顧客ニーズに

よって決まるものであるから,技 術者は,顧 客ニーズを予見 して先行開発を行 うことが求め

られる。また,技 術者が隣接領域の技術を知る必要があるのは,製 品開発において生 じる問

題を自分の領域で解決すべきか,そ れともその他の領域で解決す る方が効率的であるのかを

見極めることができるようになるためである。

次に,R&D組 織 には,特 定の専門領域の技術開発(先 行開発)と 製品システムの開発

(製品開発)と の統合を一元的に管理することが求め られる(Iansiti,1993;1995a;1998)。

技術統合の一元的管理は,R&D組 織に統合チームが置かれていることと,製 品コンセプ ト

の立案段階の重点化によって行われる。統合チームは,先 行開発の技術者だけでな く,製 品

開発技術者やマネジャーによって構成 され,様 々な技術オプションの中から製品システムに

最適なオプションを選び出 し,そ れを先行開発にフィー ドバックする。統合 チームの機能は,

新技術を効果的に製品システムに組み込み事後的な設計変更を防 ぐ役割を果たすだけでな く,

新 しい製品 コンセプ トを実現するための新 しい技術開発 にもつなが っている(Iansiti,1993;

1998)。 また,技 術統合を一元管理する際には,R&D活 動全体 の中でコンセプ ト立案活動

と製品開発活動をオーバーラップさせ,開 発 リー ドタイム(製 品開発に要する期間)に 対す

るコンセプ ト・リー ドタイム(コ ンセプ ト立案に要する期間)の 割合を大き くすることが重

要である。IansitiのR&Dプ ロセスでは,先 行開発や製品開発の活動は製品コンセプ トによ
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って規定 されるが,市 場の変化が激 しくコンセプ トが流動的な場合には,コ ンセプ ト・リー

ドタイムを長 くとることで,コ ンセプ ト変化の不確実性を低減させる必要があるためである

(Iansiti,1995a;1995b;1998)。

Iansitiの技術統合理論のポイントは,事 後的な設計変更に伴 うコス ト増加を抑えるという

ことと,先 行開発の活動は製品開発を規定する市場の顧客ニーズの影響を受けて修正される

ということである。次項では,技 術開発と顧客ニーズとの関係について更 に考察する。

3.2顧 客 ニー ズ との統合

Iansitiの 議 論 に限 らず,多 くの先行研 究がR&Dと 市 場 の顧客 ニー ズ と間の統 合 の重要性

を指摘 してい る(Myers&Marquis,1969;Weinrauch&Anderson,1982;Abernathyetal.,1983;

Abernathy&αark,1985;Clark&Fujimoto,1991;Christensen&Bower,1996;Christensen,

1997;Iansiti,1998;川 上,2001;2005;椙 山,2005;長 内,2007a;2007b)。R&Dと 顧 客 ニ

ーズ との関係 を論 じるときに問題 とな るのは,技 術開発 の成 果が顧客ニ ーズを もた らす のか,

そ れ とも顧客 ニーズが新 たな技術 開発 を もた らすのか とい うことで ある。 この2つ の立場 を

イ ノベー ションの源泉 とい う視点 で議 論 してい るのが,い わゆ るテクノ ロジー ・プ ッシュと

ニー ズ ・プル の論 争で あ る(Schon,1967)。 ま た,マ ーケテ ィ ング論 において,こ れ らを技

術 と顧客ニ ーズ との関連で捉 えた ものが,プ ロダ ク ト・アウ トとマ ーケ ッ ト ・イ ンの議論 で

あ る(平 田,2002)。

テ クノロ ジー ・プ ッシュ とは,技 術 の進化 が技術 システム間 に新 たな技 術的不均衡 を生 じ

させ,技 術 的不 均衡が新 たな技術 開発 の必要性 を生 じさせ るという考 え方 であ る。 テ クノ ロ

ジー ・プ ッシュで は,技 術進 化 は経 済 システ ムに とって外 生 的(exogenous)な も ので あ り,

顧 客ニー ズが介 在 して いない(Coombsetal.,1987)。 一 方,市 場 におけ る顧客ニ ーズがR&D

に フ ィー ドバ ックされ,ニ ーズに応 え る形 で新 たな技術 開発 の必要性 が生 じるとの考 え方が

ニー ズ 。プルであ る。

テ クノ ロ ジー ・プ ッ シュは,R&D活 動 が上 流 か ら下流 へ と リニ ア に進 行 す る とい う

R&Dの リニ ア ・モデ ル の考 え方 の根 拠 とな って い る(Kline,1990;石 井,1993;Iansiti,

1998;沼 上,1999)。 しか し,既 に前項 で論 じた ように,先 行 開発 と製 品開発 との間 には相

互 に適応す るように統合 される必要 が ある。極 端な テク ノロジー ・プ ッシュや リニ ア ・モデ

ル はほ とん ど全 ての研究 で批 判が な されて お り(沼 上,1999),R&Dの 流 れ はよ り連鎖 的

な モデル(chainlinkedmodel)で あ るといわれ てい る(KlineandRosenberg,1986;Leonard-

Barton,1988)。 む しろ,こ れまでの研究 では,多 くのイ ノベー シ ョンは需 要サ イ ドか らもた

らさ れ る こ と が 示 され て き た(Schmookler,1966;Myers&Marquis,1969;Mowery&

Rosenberg;1979)。
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Iansitiの技術統合の議論 もR&Dの リニア ・モデルに対するアンチテーゼとして提起 され

ており,顧 客ニーズはシステム ・フォーカスのプロセスを経て,先 行開発 にフィー ドバック

されている(lansiti,1998)。 しか し,Iansitiの 技術統合におけるR&Dと 市場 との統合には

2つ の課題が残されている。

ひとつは,Iansitiの 統合 プロセスにおいては,イ ノベーションの決定要因はほとんど顧客

ニーズに偏った議論 にな ってお り,技 術開発が新たな市場のニーズを形成する側面が論 じら

れていないということである(椙 山,2005)。

この点については,極 端なニーズ ・プルもまた批判を受 けていることに留意が必要である。

MoweryandRosenbgrg(1979)は,顧 客ニーズが最 も重要であるとしながらも,需 要の側面,

供給の側面のいずれ もが,イ ノベーシ ョンにとって重要な要素であると結論付 けている。

CoombsetaL(1987)も,イ ノベーションが非常 に複雑なプロセスである以上,科 学技術的

な要素や顧客ニーズという特定の要素を技術革新にとっての唯一の基本的要素 とみなすこと

はできないと指摘 し,二 』ズ ・プルを支持するSc㎞ookler(1966)の 議論 もニーズ ・プル

を積極的に肯定するものというよりは,テ クノロジー ・プッシュへの極端な偏 りを批判 して

いるものと捉えるべきであると述べている。

技術とニーズの双方の役割を認めた議論 として,沼 上(1989)は,成 功 したR&Dの 多 く

は事前に明確な事業構想を形成 しているというSherWinandIssenson(1967)の 研究を示 し

て,将 来の顧客ニーズを製品構想 として想定 し,構 想 に基づいた技術開発によって新たなニ

ーズを産み出すというイノベーションのパターンを示 している。 また,マ ーケティング論で

は,WeinrauchandAnderson(1982)が,R&Dと マーケテ ィングの主従関係を分類 して,

ほとんどの場合,双 方が対等で重複する領域を有することを示 している。Iansitiは,統 合チ

ームの活動が新 たなイノベーシ ョンをもたらす可能性を示唆 しなが らも,全 体としてはニー

ズ ・プルに偏 った議論であり,統 合プロセスにおける技術サイ ドの役割については議論の余

地があるといえる。

Iansitiの議論のもうひとつの課題は,技 術統合がシステム ・フォーカスによって先行開発

と顧客ニーズとの統合を実現するメカニズムは示されているものの,顧 客ニーズそのものは

外生的に捉え られている点である。このことは言い換えると,顧 客ニーズ とは捉えることが

可能であ り,適 切なプロセスを経れ ば先行開発 にフィー ドバ ックができるということが

Iansitiの議論の前提になっているということである。 しかし,実 際には顧客ニーズとは絶え

ず変化するものであ り,そ もそ も製品開発段階では顕在化 していないということもあり得 る。

また,ニ ーズが定性 的で捉えに くいとい うことも考え られ る。 このよ うなニーズのには

Iansitiの議論では対応できていない。

次節では,顧 客ニーズの不確実性 と統合の問題を整理する。
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4顧 客ニーズの不確実性

技術と市場の統合を考える場合,顧 客ニーズには2つ の不確実性が存在 していることが考

えられる。ひとつは,顧 客ニーズの変化であり,も うひとつは顧客ニーズそのものが捉えに

くい性質の ものである場合である。

顧客ニーズが変化するとい うことは,R&Dと 統合されるニーズが顕在化 していないとい

うことである。開発 された製品が顧客ニーズと整合的であるためには,製 品の仕様やコンセ

プ トが開発の初期段階に特定化 されていなければならない。 しか し,ニ ーズとは一定の開発

期間を経て製品が市場に送 り出されるタイミングでの将来のニーズであり,そ れは開発の初

期段階のニーズと必ず しも一致するとは限らない。例えば,ChristensenandBower(1996)

やChristensen(1997)は,従 来の顧客ニーズを満たしたイノベーションが,新 たな顧客の

ニーズには対応できず,む しろ,新 たな顧客ニーズを満たすイノベーションを制約す ること

を示 している。このような顧客ニーズの変化は,既 存企業に失敗を もたらす非連続なイノベ

ーションを生 じさせる。

一般的に,将 来性の予測には,将 来 の不確実性 リスクが伴い,そ のリスクは予測時点から

将来までの期間が長 いほど高 くなるものである(Amram&Kulatilaka,1999)。R&Dの 上流

に位置する先行開発段階でのニーズの予測には,不 確実性 リスクが伴 うと考えられる。

R&Dを 成功に導 くためには,潜 在ニーズの早期発掘を行い,技 術開発 と統合 してい くこ

とが重要である(児 玉,1992)。 技術や市場の変化がイ ンクリメンタルに進行するような産

業であれば,過 去の経験から将来の顧客ニーズの予測 と特定化はある程度可能であるか もし

れない。あるいは,先 行開発 と製品開発のプロセスをオーバーラップさせることによって も

不確実性 リスクをある程度低減 させることが可能か もしれない(藤 本,1998)。 それでも先

行開発は文字通 り製品開発に先行 して行われるものである。将来のニーズの特定化が困難な

場合は,特 定化ができないことを前提 とした技術 と市場の統合が求められる。

また,顧 客ニーズが定性的で情緒的であると,ニ ーズ情報は暗黙知的なものにな り,ニ ー

ズ情報のR&Dへ のフィー ドバ ックは困難な ものになる(vonHippel,1994;小 川,2000)。

今 日のエ レクトロニクス産業などでは,定 量的に示される機能的価値が頭打 ちとなっており,

顧客の感性や感覚に訴え る定性的で情緒的な価値の重要性が増 してきている(鳥 居,1996;

延岡,2006a;延 岡 ・伊藤 ・森田,2006;遠 藤,2007;長 沢,2007;若 林,2007)。 これらの

定性的な価値は,「情緒的価値」(遠 藤,2007),「 経験的価値」(長 沢,2007)な ど様々な定

i義があるが,本 稿では,最 も包括的に定義 していると思われる延岡(2006a)の 「意味的価

値」の語句を用いる。

延岡(2006a)に よると意味的価値 は,ス テイタス性やファッション性な どを示す 「自己
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表現価値」 とマニア性や芸術性を示す 「こだわ り価値」 に分類できる。 これ らの意味的価値

は,マ ーケティングやブラン ド開発 によって創造 されるという見解がある。例えば,若 林

(2007)は,Kotler(2000)の 「顧客のニーズ ・ウォンツを実現する何か」という製品の定義

を受けて,顧 客にとっての何 らかの機能(使 用価値)を 実現するのが製品開発の役割であ り,

製品が持つ意味的な価値は製品という土台の上部構造であるブラン ド開発が担 うとしている。

一方で,鳥 居(1996)は 機能的価値が製品開発の対象であり,ブ ラン ド開発が意味的価値

の対象であるとしながらも,機 能や効用が意味 となりうる,製 品開発における意味的価値創

造の余地を示 している。延岡他(2006)は,過 度な機能的価値向上は意味的価値の表現を困

難に し,コ モディティ化を促進すると示 している。機能的価値を創造するR&D活 動が意

味的価値に影響を及ぼす以上,機 能的価値はR&D,意 味的価値はマーケテ ィングという単

純な区分は不可能であ り,意 味的価値の創造 もまたR&Dと 統合 されなければな らない。

また,よ り積極的に競合企業が気づいていない,あ るいは理解 しに くい暗黙知的な価値を製

品化することは企業にとって競争優位の源泉 ともなる(楠 木,2006;延 岡,2006b)。

暗黙知 的な潜在ニ ーズをR&Dに フィー ドバ ックす るための統合手段 と して,川 上

(2005)は,日 本企業のバ ランス分化の役割を指摘 している。R&D部 門やマーケティング

部門が明確に分化 した組織形態の議論は,業 務分掌が明確 にな っているアメリカ企業が前提

となっている。一方,日 本企業では組織のメンバーが所属部門の枠を超えて柔軟にタスクを

遂行 している。川上は,こ れをキ ャリアやタスクの冗長性という消極的な機能 としてではな

く,組 織内部に統合の要素が内包されている状態(楠 木,1997)と して解釈 し,タ スク分化

の効率性 と部門間コミュニケーションの効率性を両立 したバランス分化が実現 しているとい

うことを示 している。

バランス分化が実現するためには,様 々な部門へのジョブ ・ローテーションの経験と,所

属部門の業務分掌にとらわれない柔軟なタスク遂行が必要である(川 上,2005)。 いずれの

条件 も担 当者の直接的な接触や経験の共有 を伴 ってお り,マ ーケテ ィング部門か らR&D

部門へのニーズ情報のフィー ドバ ックは,Nonaka(1991),Nonaka&Takeuchi(1995)が 示

す,共 同化(socialiZed)プ ロセスによって暗黙知の共有による移転が実現 しているものと考

えられる。

先に示 したように,Iansitiの 統合理論の課題のひとつである,暗 黙知的な二■・一ズのフィー

ドバ ックは,バ ランス分化による統合によって議論を補完することができそうである。次節

では,残 された課題である技術開発が新たなニーズを創造する側面 について議論を行 う。

5技 術開発 とニーズ開発のスパイラル ・モデル

前節まで技術 と市場の統合に関す る先行研究 レビューを行い,R&Dと 市場の顧客ニーズ



市 場 志 向 の 技 術 統 合 99

図1SECIモ デ ル(Nonaka&Takeuchi,1995)

との関係を明らかにした。 これまでの議論をま とめると,市 場のニーズは次のようなプロセ

スを経て先行開発にフィー ドバックされることになる。

まず,市 場の潜在的なニーズは暗黙知的な情報であ り,ニ ーズは市場に接 しているマーケ

ティング部門の担当者が顧客と共同化することによって企業に吸収 されると考えられる。ま

た,マ ーケテ ィング部門の担当者が得たニーズ情報 もR&D部 門の担当者 との共同化のプ

ロセスによって,R&D部 門に引き継がれ る。R&D部 門では,ニ ーズ情報を元に要素技術

や製品システムの開発が行われる。この時,統 合チームの役割によって,要 素技術や製品 シ

ステムの情報はR&D組 織内で共有 され,シ ステム ・フォーカスによる内部統合が図 られ

る。

マーケティング部門が有するニーズ情報がR&D部 門に引き継がれて要素技術や製品 シ

ステムの開発 につながるプロセスは外部統合に相当するが,こ のプロセスは同時に,暗 黙知

であ ったニーズ情報が技術情報という形式知に転換 されるプロセスと見ることもできる。 ま

た,内 部統合 によって技術情報が共有 されるプロセスも,形 式知か ら形式知を産み出すプロ

セス と見 るこ とが できるか もしれない。 これ らは,Nonaka(1991),Nonaka&Takeuchi

(1995)の 共同化→表出化→連結化のプロセスに対応すると考えることができる。

図1にNonaka(1991),Nonaka&Takeuchi(1995)の 形式知 と暗黙知の知識のスパイラル

(SECIモ デル)を 示す。Nonakaら の議論では,連 結化の次に形式知から暗黙知を産 み出す

内面化のプロセスが存在 している。本稿の最後に,内 面化プロセスのアナロジーとしての技

術開発によるニーズ創造の可能性を提起する。

図2は,図1を 元に技術と市場の統合を示 した ものである。これを便宜的に技術開発 とニ

ーズ開発のスパイラル ・モデルと呼ぷことにす る。顧客 との共同化→外部統合→内部統合の

プロセスは,先 に述べたように川上 とIansitiの 統合のプロセスに対応 している。
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図2技 術開発とニーズ開発のスパイラル ・モデル

技術情報からニーズ情報に変換する内面化に相当するプロセスをここでは製品コンセプ ト

開発ではな く,あ えて商品コンセプ ト開発 と呼ぷ ことにする。製品(product)に 対 し,商 品

(merchandise)は 流通や顧客による購買を意識 した概念である(宮 副,2008)。

製品 コンセプ トとは,製 品の基本的な機能,構 造,メ ッセージがいかにターゲ ットとなる

ユーザーの関心 を引き,満 足させ るかを規定するものである(Clark&Fujimoto ,1991)。

ClarkandFujimoto(1991)は,強 力な製品コンセプ トを創出す るためには,企 業が持つ全体

戦略 と技術情報に加えて,顧 客のニーズである市場情報が重要であると指摘 している。

しかし,新 しいニーズが定性的で暗黙知的なものであると,顧 客は自らがそれを的確 に表

現できるとは限らない(石 井,1993;Nonaka,1991;Nonaka&Takeuchi,1995)。 ニーズが顕

在化 していない段階では,技 術者が将来の技術や市場の動向をつかんで新 しいイノベーショ

ン創出の リーダーシップを採ることが重要である(亀 岡,2002)。

製品を市場に送 り出し,タ ーゲ ット顧客に受容されるまでのプロセスとその変化を分析 し

対応する企業の活動は,マ ーチャンダイジング(merchandising)と 呼ばれ る(宮 副,2008)

マーチャンダイジング活動の範囲は,完 成 した商品が製品開発部門からマーケティング ・営

業部門に引き継いだところを基点としていると思われる。本稿では,製 品開発活動を規定す

る製品コンセプ トと,流 通 ・小売段階でのマーチャンダイジングの構想を包括する概念 とし

て,商 品コンセプ ト(merchantproduCtconcept)開 発 という概念を提起する。顕在化 してい

ないニーズを技術者が生み出 していくためには,製 品の機能や構造の構想だけではな く,そ

れがどのように顧客に受容 されるかについて も想定する必要があると考えられる。

前節で述べたように,新 しい技術が産み出すニーズは,暗 黙知的なものであるほど,競 争

優位の源泉 とな りうる。新 しい技術が意味的価値のように暗黙知的な価値を生み出すような

商品コンセプ トを作 り出 し,市 場に投入 していくことが望ましいと考えられる。
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ただし,R&D部 門の開発 した商品コンセプ トによって示される価値が市場で顧客ニーズ

となるためには,企 業から顧客に対 して共同化のプロセスによって暗黙知の移転を行う必要

がある。また,企 業の提示 した価値のアイデアが,顧 客に必ず受け入れ られ るとは限 らず,

技術者は顧客が需要可能な価値とな り得 るかを見極めることができなければならない。その

ためには,暗 黙知の移転を行 う共同化より前に,R&D担 当者が顧客 と同化 し,顧 客の立場

に立 ってそれが需要可能な価値であるかどうかを見極める能力を身 につける必要があるかも

しれない。

6お わ り に

本稿では,技 術 と市場の統合に関す るレビューを元 に,技 術開発 とニーズ開発のスパイラ

ル ・モデルを示 した。商品コンセプ ト開発が技術情報をニーズ情報 に移転 し,あ らたな顧客

ニーズを創造するというプロセスについては,そ の存在を実証的に確認するとともに,そ れ

が効果的なR&Dを もたらす統合機能 とな っているか どうかについて も検証す る必要があ

る。

また,積 極的な商品コンセプ トの開発と提示は,不 確定な顧客ニーズを一定の不確実性の

範囲内に留めることができるか もしれない。顧客ニーズとは様々な競争過程や社会的文脈,

偶然的要素などによ り経路依存的に明らかになるものであって,製 品開発段階では不確定な

ものであるとの考え方がある(石 井 ・石原,1996;1999)。 しか し,技 術サイ ドか らの提案

がニーズを規定できるのであれば,顧 客のニーズを誘導することによって,ニ ーズの変化を

一定の不確実性の枠内に収めることが可能である。

注

*本 研究 は平成19年 度 科学研究費補助金 「製品構想 と製 品開発組織 のマネジメン ト」(若 手研究

(ス ター トア ップ)課 題番号19830034),及 び2008年 度 組織学会 リサーチ ・ワークショップ 「商

品コンセプ トと製品開発:製 品化活動の起点のマネジメ ン ト」(研 究代表者)の 助成を受けて行

ったものです。 また,本 稿の執筆にあたり,筑 波大学大学院ビジネス科学研究科 の河合忠彦教授

と社会人大学院生諸氏,立 命館大学経営学部の善本哲夫准教授,長 岡大学経済経営学部の伊吹勇

亮講師,神 戸大学経済経営研究所の延 岡健太郎教授,神 吉直人助教とのディスカ ッションにおい

て大変貴重な示唆を得ました。 ここに記す と共 に感謝申 し上げます。

1)恩 蔵 ・岩下(2007)は,SlaterandNarver(1998)の 顧 客主導 と市場志向の分類を援用 して,

顧客志向とは顕在化 したウォンツであるのに対 し,市 場志向は隠れたニーズであると定義 してい

る。顧客志向は顧客の満足を満たす ことであって顧客か ら学び取 ることが出来 るが,市 場志向は

顧客 の価値を創造することであって自ら学ぶ必要がある。

2)Iansiti(1995;1998)で は,製 品開発(productdevelopment)に 先 行す るプロセスを産業研究

(industrialresearch)と 表現 している。 しか し,Iansitiの 実 証研究で示 される産業研究のプロセ
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スは,半 導体モジュールやIC製 品の開発であり,企 業内で科学的な発見を模索す る基礎研究 よ

りも応用的で具体的な要素技術の開発 に近 いものである。そ こで,本 稿では藤本(2007)に お い

て製品開発 に先立つ要素技術開発のプロセスを示す先行開発とい う表現を用いている。

3)冷 蔵 庫,洗 濯機,エ アコンなどの生活家電製品の総称。 これらの製品の箆体色に白色が多 く用

い られることから,白 物家電 と呼ばれている。

4)新 宅(1994)は,こ れを再成熟化過程と名付けている。
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